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議第８５号
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第１条　令和８年度天草市の水道事業会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。　

（資本的収入及び支出）

第２条　令和８年度天草市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第４条本文括弧書中、「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額

　９２９，９６４千円は当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額７９，０７７千円及び過年度分損益勘定留保資金８５０，８８７千円」

　を「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額９２９，９７７千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額８０，５６０千円

　及び過年度分損益勘定留保資金８４９，４１７千円」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（既決予定額） （補正予定額） （計）

　第１款　資　本　的　収　入 605,319 千円 16,300 千円 621,619 千円

　　第１項　企　　業　　債 407,600 千円 14,300 千円 421,900 千円

　　第３項　補　　助　　金 6,666 千円 2,000 千円 8,666 千円

　第１款　資　本　的　支　出 1,535,283 千円 16,313 千円 1,551,596 千円

　　第１項　建 設 改 良 費 905,169 千円 16,313 千円 921,482 千円

第３条　予算第５条に定めた起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第１表　企業債補正」による。

令和８年９月１５日提出

令和８年度天草市水道事業会計補正予算（第２号）

（科 目）

（総 　　 則）

（企業債の補正）

天草市長　馬場　昭治　　

支 出

収 入
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第１表　企業債補正

１　追　加 （単位：千円）

起債の目的 起債の方法

災害復旧事業
証書借入

又は
証券発行

限度額 利率 償還の方法

14,300

　5.0%以内
（ただし、利率見直し方式で借り入れ
る資金について、利率の見直しを行っ
た後においては、当該見直し後の利
率）

　政府資金についてはその融資条件により、銀行その
他の場合にはその債権者と協定するものによる。ただ
し、市財政の都合により据置期間及び償還期限を短縮
し、又は繰上償還もしくは低利に借換えすることがで
きる。
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令 和 ８ 年 度

天草市水道事業会計補正予算 (第２号）に関する説明書
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１ ・・・・・・・

２ ・・・・・・・

　

３ ・・・・・・・

　

４ ・・・・・・・令和８年度天草市水道事業会計に関する注記 １１頁

目 次

令和８年度天草市水道事業会計補正予算（第２号）実施計画

令和８年度天草市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

６頁

令和８年度天草市水道事業予定貸借対照表 ８ ～ １０頁

７頁
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　 収　　　入 （単位：千円）

款 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計 備 考

１ 資 本 的 収 入 605,319 16,300 621,619

１ 企 業 債 407,600 14,300 421,900

１ 企 業 債 407,600 14,300 421,900 災害復旧に伴う企業債借入の増

３ 補 助 金 6,666 2,000 8,666

１ 国 庫 補 助 金 6,666 2,000 8,666 災害復旧に伴う国庫補助金の増

　 支　　　出 （単位：千円）

款 項 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計 備 考

１ 資 本 的 支 出 1,535,283 16,313 1,551,596

１ 建 設 改 良 費 905,169 16,313 921,482

２ 改 良 費 682,176 16,313 698,489 災害復旧に伴う委託料の増

項

資　本　的　収　入　及　び　支　出

目

目

令和８年度天草市水道事業会計補正予算（第２号）実施計画
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(単位：千円)

Ⅰ Ⅱ

当 年 度 純 利 益 100,339 有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 835,362

減 価 償 却 費 1,037,388 有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 0

固 定 資 産 除 却 費 36,837 無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 5,560

引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） △ 6,676 無 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 0

長 期 前 受 金 戻 入 額 △ 148,918 固 定 資 産 の 除 却 に よ る 支 出 0

受 取 利 息 及 び 配 当 金 △ 18,187 国 庫 補 助 金 に よ る 収 入 8,666

支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費 72,496 県 補 助 金 に よ る 収 入 0

固 定 資 産 売 却 損 益 0 一 般 会 計 出 資 金 に よ る 収 入 162,617

未 収 金 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） △ 18,490 工 事 負 担 金 に よ る 収 入 28,436

貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 14 国 庫 補 助 金 返 還 に よ る 支 出 0

た な 卸 資 産 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） 191 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 0

前 払 金 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） 0 △ 641,203

その他流動資産の増減額（△は増加） 0 Ⅲ

未 払 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 28,764 企 業 債 の 借 入 に よ る 収 入 421,900

前 受 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 0 企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出 △ 629,908

その他の流動負債の増減額（△は減少） △ 172 △ 208,008

1,083,586 Ⅳ 180,066

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 18,187 Ⅴ 1,376,401

利 息 の 支 払 額 △ 72,496

1,029,277

（間接法により算出）

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

令和８年度天草市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

小 計 資 金 の 増 加 額 （ Ⅰ + Ⅱ + Ⅲ ）

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

資 金 期 首 残 高

Ⅵ 資 金 期 末 残 高 1,556,467

－ 7 －



                                                  千円 千円 千円 千円
1
(1)
    イ  513,574
    ロ  782,007
          △ 422,986 359,021
    ハ  34,083,161
          △ 16,798,515 17,284,646
    ニ  8,152,658
          △ 5,899,996 2,252,662
    ホ  27,877
          △ 15,242 12,635
    ヘ  101,409
          △ 56,782 44,627
    ト  188,968
      20,656,133
(2)
    イ  33,984
    ロ  14,894
    ハ  2,823,048

二 0
ホ  9,615

      2,881,541
(3)
    イ  1,191,690
      1,191,690
      24,729,364
2
(1) 1,556,467
(2) 40,330

△ 2,029 38,301
(3) 4,027
(4) 0
      1,598,795
      26,328,159

土 地

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

令和８年度天草市水道事業予定貸借対照表
（　令和９年３月３１日　)

資 産 の 部

有 形 固 定 資 産 合 計

建 物
減 価 償 却 累 計 額

構 築 物
減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額

車 輌 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額

工 具 、 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

未 収 金

無 形 固 定 資 産
水 利 権
電 話 加 入 権
ダ ム 使 用 権
地 上 権
そ の 他 無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計
流 動 資 産

現 金 預 金

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金
貯 蔵 品
そ の 他 流 動 資 産
流 動 資 産 合 計
資 産 合 計
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千円 千円 千円

3

(1)

イ  3,763,835

ロ 0

3,763,835

(2)

    イ  158,242

ロ 0

158,242

      3,922,077

4

(1)

イ  590,852

ロ 0

590,852

(2) 80,020

(3)

    イ  11,202

ロ 2,275

13,477

(4) 56,364

      740,713

5

(1) 5,129,455

(2) △ 1,914,620

3,214,835

      7,877,625

企 業 債 合 計

負 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

そ の 他 の 企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 企 業 債

引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 企 業 債

負 債 の 部

企 業 債 合 計

固 定 負 債

退 職 給 付 引 当 金

修 繕 引 当 金
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千円 千円 千円

6

(1) 18,334,937

      18,334,937

7

(1)

    イ  47,018

    ロ  413

    ハ 5,649

二 5,270

      58,350

(2)

イ  57,247

      57,247

      115,597

      18,450,534

      26,328,159

                                                                                                                                    

資 本 剰 余 金

負 債 資 本 合 計

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

工 事 負 担 金

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

資 本 金

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 の 部
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１. １.

（1）

（2）

２. ２.

（1）

１.

（2）

（3）

（4）

３. 消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

　賞与引当金及び法定福利費引当金

職員の期末手当及び勤勉手当等の支給に備えるため、当年度末における

支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

また、賞与引当金及び法定福利費引当金の算定については、天草市職員

の給与に関する条例第２４条及び第２７条の規定に基づき、期末勤勉手当

基準日である６月１日及び１２月１日から要支給額を算定している。

　修繕引当金

修繕引当金は、施行規則 附則第４条の経過措置の規定に基づき、従前

の例により整理している。

　貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、当年度末における回収不能見

込額を計上している。

また、貸倒引当金の算定については、未収給水収益を一般債権として認

識し、当該年度の不能欠損予定額から不能欠損予定率を算出し、回収不能

見込額を算定している。

引当金の計上方法 資本剰余金

　退職給付引当金 予定貸借対照表に計上されている剰余金は、現存しない償却資産に係る

資本剰余金及び非償却資産である土地に係る資本剰余金によっている。職員の退職手当の支給に備えるため、退職給付引当金設定額の算定につ
いては、年度末に全職員が自己の都合で退職するものと仮定した場合を
もって支給すべき退職手当の総額とする簡便法により算定した額を計上し
ている。ただし、簡易水道事業と統合した職員分の差額については、平成
２９年度から１５年（１０年目）にわたり、均等額となるよう費用処理す
る。

なお、目的使用による取崩しにおいては、天草市に発生する当事業年度
退職手当のうち、水道事業在職期間相当分に係る負担額を天草市に対して
支払うことで天草市と協議のうえ、当年度における退職手当の要支給額に
相当する金額を計上している。

（その他の注記）

退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

令和８年度において、退職手当として６，８９８千円を支給するため、
退職給付引当金６，８９８千円を使用する。

　固定資産の減価償却の方法は、定額法によっている。 　予定貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算

して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見

込まれる額は、１，２６９，３９４千円である。

有形固定資産の耐用年数は、地方公営企業法施行規則（以下「施行規

則」という。）　別表第２号を適用している。

令 和 ８ 年 度 天 草 市 水 道 事 業 会 計 に 関 す る 注 記

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） （予定貸借対照表等に関する注記）

固定資産の減価償却の方法 企業債の償還に係る他会計の負担
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